
《 受給者証の使用に当たっての留意点 》
○ 受給者証は、全国の医療機関で使用できます。

○ 定期検査受診票の使用可能年数は１０年としていますが、

この年数を超え使用する必要がある方には使用可能年数が

到来する年に新たな受診票をお送りします。
○ 定期検査受診票は、検査回数等を管理していただくもので

あり、検査を受けた際は受診票の各検査の「受診年月日」及
び「医療機関名」の欄へ、それぞれ記載がされているか確認が
必要となります。

２ 定期検査手当について
定期検査を受けたときは、前１の検査費用とは別に、検査手

当（定期検査１回につき１万５千円、年２回まで）が支給されます。

検査手当の支給に当たっては、医療機関からの検査情報をも

とに当基金で支給手続きを行うため、受給者の方の手続きは不

要です。

なお、検査情報は検査受診後、当基金に届くまでに数か月の

期間を要することから、実際の支給までに４か月程度かかること

となります。

３ その他（必要な届出）

既に提出している事項（住所・氏名・電話番号 ・加入医療保

険・振込先)に変更が生じた場合は、変更届（様式13号）の提出

が必要となります。

詳しくは、支払基金HP（https://www.ssk.or.jp)をご覧ください。

【問い合わせ先】

社会保険診療報酬支払基金

給付金等支給相談窓口 （フリーダイヤル 0120-918-027）

※ 「定期検査」や「受給者証」に関する取扱いについては、支払基金

HP（https://www.ssk.or.jp)にも掲載しています。

受給者の皆様へ

～医療機関の方は裏面をご覧ください～

定期検査は、慢性肝炎又は肝がんの発症を確認するため
の検査です。

検査を受けられる際は、被保険者証又は組合員証に必ず

「受給者証（定期検査受診票）」を添えて、医療機関の窓口に

提示してください。

１ 定期検査及びその費用について

次表の検査を受けた際の費用（自己負担分）は、公費負担

医療により、ご本人に代わって当基金で支払いを行うこととさ

れていますので、医療機関の窓口で検査費用（自己負担分）

を支払う必要はありません。

なお、公費対象となる検査以外の検査や年間の決められ

た回数を超えて検査を受けた場合には、受給者の方の負担

となります。

※実施する定期検査の内容・回数は、担当医師の判断によります。

※年は、１月～１２月となります。

検査項目 回数

血液学的検査
末梢血液一般検査、末梢血液像、ﾌﾟﾛﾄﾛﾝﾋﾞﾝ時

間測定、活性化ﾄﾛﾝﾎﾞﾌﾟﾗｽﾁﾝ時間測定

生化学的検査(Ⅰ)

ＡＳＴ（ＧＯＴ）、ＡＬＴ（ＧＰＴ）、ＡＬＰ、γ‐ＧＴP（γ‐

ＧＴ）、総ビリルビン、直接ビリルビン、総蛋白、ア

ルブミン、ＣｈＥ、総コレステロール

生化学的検査(Ⅱ) ＡＦＰ、ＰＩＶＫＡ－Ⅱ、ＡＦＰ－Ｌ３％

免疫学的検査 ＨＢｅ抗原、ＨＢｅ抗体

微生物学的検査 ＨＢＶ核酸定量（ＨＢＶ－ＤＮＡ）

腹部エコー（腹部超音波検査） 年４回まで

造影CT、造影MRI又は単純CT、単純MRI 年２回まで
画像検査

定期検査

血

液

検

査

年４回まで

令和６年６月現在

医療機関の皆様へ

この受給者証は、特定B型肝炎ウイルス感染者給付金等の

支給に関する特別措置法でいう「特定無症候性持続感染者」に

該当する方が、慢性肝炎又は肝がんの発症を確認するための

定期検査を受けた場合、公費負担医療により、医療機関の窓口

での検査費用（自己負担分）の支払いを不要とし、当該費用は

当基金で支払いを行うためのものです。

《 ご留意いただきたい点 》
１ 受給者証及び定期検査受診票の取扱いについて

（１） 「受給者証」関係
① 受給者証は、医療機関の指定はなく、全国の医療機関

において取扱いができます。
② 受給者証に「有効期限」はありません。
※特定無症候性持続感染者の方が病態の進展により、

追加給付金が支給されるまでの間は使用できます。

（２） 「定期検査受診票」関係

受給者証の提示を受けて定期検査を行った後は、受診票の

各検査の「受診年月日」及び「医療機関名」の欄へ、それぞれ

記 載していただき、ご本人にお渡し願います。

※受診票の検査受診回数を確認いただき、年間（１月～１２月）

の限度回数を超える検査は公費の対象となりません。

回数

年４回まで

腹部エコー（腹部超音波検査） 年４回まで

造影CT、造影MRI又は単純CT、単純MRI 年２回まで

血液検査

画像検査

検査項目 【問い合わせ先】

社会保険診療報酬支払基金

給付金等支給相談窓口 （フリーダイヤル 0120-918-027）

※ 「定期検査」や「受給者証」に関する取扱いについては、支払基金

HP（https://www.ssk.or.jp)にも掲載しています。

２ 検査費用の請求方法等について

（１） 請求方法

検査費用は、医療保険（社保又は国保）と公費（法別６２）

との併用レセプトにより、請求していただくこととなります。

（２） 定期検査項目

検査項目の詳細は、「受給者の皆様へ」の「１ 定期検査

及びその費用について」をご参照ください。

（３） その他

① 定期検査に付随して次表の診療行為を行った場合は

公費対象となります。

② 「血液化学検査」等については、公費対象の定期検査と

公費対象外の検査を同時に行った場合に、算定ルール上、

包括算定となるものについては、当該包括点数を公費対象

として請求できます。

令和６年６月現在

診察料

定期検査の際の初診料・再診料、機能強化加算、外来管理加

算、時間外対応加算、明細書発行体制等加算、外来感染対策

向上加算、連携強化加算、サーベイランス強化加算、医療情

報取得加算、医療DX推進体制整備加算、発熱患者等対応加

算、抗菌薬適正使用体制加算、看護師等遠隔診療補助加算

検査料
検体検査判断料、検体検査管理加算、外来迅速検体検査加

算、血液採取料

画像

診断料

画像診断管理加算、造影剤使用加算、電子画像管理加算、コ

ンピューター断層診断料、造影ＣＴ若しくは造影ＭＲＩを行った

場合に付随する造影剤

その他 外来・在宅ベースアップ評価料


